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2017年01月18日 「さくらレポート」は3地域で判断引き上げ（日本） 
2017年11月16日 「街角景気」は半年ぶりに改善一服（日本） 
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【消費者物価コア指数（前年比）】 
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2017年1月19日 

 16年11月の消費者物価指数（生鮮食品を除く、

以下コア）は前年比▲0.4％ と 、市場予想

（▲0.3％）を下回り、前月と同じマイナス幅にとどま

りました。エネルギーのマイナスが引続き縮小（10月

▲7.9％→11月▲6.7％）しましたが、それ以外の

通信、教養娯楽、被服及び履物などで伸びが鈍化な

いしマイナスが拡大しました。企業の価格設定行動は

依然として慎重で、原油高要因を除くと物価の基調

は弱い状態が継続しています。 

 年末から年明けにかけて公表された経済指標は、概ね10-12月期の景気回復の継続を確認する結果となり

ました。景気は16年7-9月期に持ち直しに転じており、海外景気の回復や政府の経済対策による下支えか

ら、振れを伴いつつも回復傾向が続くと見られます。物価については、潜在成長力を上回る景気回復となるこ

とから、17年後半にかけて消費者物価コア指数は前年比1％程度まで伸び率が高まっていくと見られます。 

 16年11月の鉱工業生産指数は、前月を1.5％上

回りました。経済産業省は基調判断を「持ち直しの

動き」に上方修正しました。中国景気の安定、米景

気の回復、グローバルなITサイクルの回復が続く中で、

日本から海外への輸出は増加しており、生産の持ち

直しに寄与しています。 

 製造工業生産予測調査によると、12月は2.0％、

17年1月は2.2％と、それぞれ上昇が予想されており、

先行きも増加傾向が続くと見られます。 

生産は持ち直しの動き 
先行きも増加する見通し 

消費者物価のマイナス続く 
原油高要因を除くと物価の基調は弱い 

海外景気や経済対策に支えられ、回復傾向が続く 

海外景気や経済対策に支えられ、回復傾向が続く見込み 

最近の指標から見る日本経済（2017年1月） 

（注）データは2011年1月～2016年11月。 
     消費者物価コア指数は消費者物価指数（生鮮食品除く）。 
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（注）データは2014年1月～2017年1月。2016年12月以降は予測値。 
     鉱工業生産指数は“2010年＝100、季節調整済み”。          
（出所）Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 
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